
国 民 の願 いや 実 態 に沿 -2た 働 き方 「改革 」 を求 め る意 見書

2017年 1月 17日 、2016年 4月 か ら 9月 ま で の 間 に全 国 の 労働 基

準 監 督 署 が 行 つ た 事 業 所 立 ち入 り調 査 の結 果 が 発 表 され た。全 国 1万 の 事 業

所 の うち、法 令 違 反 が 見 つ か つ た 6659事 業 所 に 是 正 勧 告 を した こ とが わ

か っ た 。

ま た 、 国 際 労 働 機 関 (ILO)が 2016年 末 発 表 した『 世 界 賃 金 報 告

2016/17年 版 』 で も、近 年 、 20か 国・ 地 域 (G20)の 先 進 諸 国 で

賃 金 上 昇 が 高 ま っ た も の の 、日本 で は 実 質 賃 金 が 下落 して い る と指 摘 して い

る。

さ らに報 告 で は 、「最 低 賃 金 につ い て は 、 適 切 な水 準 で設 定 され た 場 合 、

雇 用 に重 大 な 悪 影 響 を及 ぼ す こ と もな く低 賃 金 労 働 者 の所 得 引 き 上 げ が 可

能 とな る こ とは最 近 立 証 され て い る」 と指 摘 して い る。また 、非 正 規 雇 用 労

働 者 に対 して 、正 社 員 並 み の 保護 を提 供 し、均 等 待 遇 を守 る必 要性 も強 調 し

て い る .

そ こで 政 府 に対 し、 以 下 の こ とを求 め る。

言己

過 労 死 を 生 み 出 さ な い よ う長 時 間 労 働 の 規 制 強 化 に あ た る こ と。

労 働 基 準 法 、 男 女 雇 用 機 会 均 等 法 、 派 遣 法 な ど に 「均 等 待 遇 」「同 一

労 働 同 一 賃 金 」 を 明 記 し、 格 差 是 正 に あ た る こ と。

中 小 企 業 に 対 して は 実 効 性 あ る支 援 策 を 早 急 に 確 立 し、最 低 賃 金 を 上

げ る よ う努 め る こ と。

以 上 、地 方 自治 法 第 99条 の規 定 に よ り意 見 書 を提 出す る .
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